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平成26年度決算は、一般会計と特別会計、企業会計を合わせた総額で、歳入（収
入）が779億円、歳出（支出）が763億円でした。
市の全ての会計を合わせた市債（借入金）残高は1293億円で、対前年度比31億円
の減になり、市民１人当たり151万７千円、対前年度比２万円の減になりました。

《問合せ》財政課☎21 9014
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一
般
会
計
の
決
算

一
般
会
計
の
決
算
は
、
歳
入
が

4
9
8
億
円
、
歳
出
が
4
8
9
億

円
で
し
た
。
歳
入
に
は
、
平
成
27

年
度
へ
の
繰
り
越
し
事
業
の
財
源

2
億
円
が
含
ま
れ
て
い
る
た
め
、

こ
れ
を
差
し
引
き
、
7
億
円
の
黒

字
に
な
り
ま
し
た
。

歳
入
で
は
、
地
方
交
付
税
が
最

も
多
く
1
9
0
億
円
で
し
た
。
次

い
で
市
税
が
1
0
2
億
円
、
国
県

支
出
金
が
80
億
円
、
市
債
が
58
億

円
と
続
き
ま
す
。

歳
出
で
は
、
民
生
費
が
最
も
多

く
1
1
8
億
円
で
し
た
。
次
い
で

公
債
費
が
74
億
円
、
総
務
費
が

62
億
円
、
教
育
費
が
60
億
円
と
続

き
ま
す
。

ま
た
、
市
民
1
人
当
た
り
の
歳

出
額
は
57
万
3
千
円
、
納
付
し
て

い
た
だ
い
た
市
税
は
12
万
円
で
し

た
。一

般
会
計
の
市
債
残
高
は
、

6
2
2
億
円
、
対
前
年
度
比
8
億

円
の
減
に
な
り
、
市
民
1
人
当
た

り
73
万
円
、
対
前
年
度
比
2
千
円

の
減
に
な
り
ま
し
た
。

̶

企
業
会
計
の
決
算

▼
水
道
事
業　

給
水
戸
数
約

3
万
3
千
戸
、
給
水
人
口
約

8
万
5
千
人
で
、
普
及
率
は
ほ

ぼ
1
0
0
％
で
す
。
決
算
は

1
・
7
億
円
の
黒
字
に
な
り
ま

し
た
。

▼
下
水
道
事
業　
普
及
率
約
99
％
、

水
洗
化
済
戸
数
約
3
万
戸
、
人

口
約
7
万
8
千
人
で
、
水
洗

化
率
は
92
％
で
す
。
決
算
は

9
千
万
円
の
黒
字
に
な
り
ま
し

た
。

▼
農
業
共
済
事
業　
1
5
5
万
円

の
黒
字
に
な
り
ま
し
た
。
共

済
金
の
支
払
額
は
、
家
畜
共

済
3
3
4
5
万
円
、
そ
ば
共

済
3
4
3
万
円
、
水
稲
共
済

2
9
9
万
円
な
ど
で
、
総
額
は

4
0
7
5
万
円
で
し
た
。

平成26年度決算のあらまし
一般会計は実質７億円の黒字を確保

〈一般会計決算〉

歳　出

公債費

民生費

総務費

教育費

衛生費

土木費

その他

 歳　入
488億7871万円497億7630万円

地方
交付税

市税

国県
支出金

市債

その他

黒字

地方公共団体が一定水準
の行政サービスを行えるよう
国から交付されるお金
190億2787万円（38.2％）

市民税、固定資産税、軽自
動車税など
102億2743万円（20.5％）

特定の事業に対して国・県か
ら交付されるお金
79億7385万円（16.1％）

市の借入金
58億2340万円（11.7％）

譲与税・交付金、使用料およ
び手数料、繰越金、基金繰
入、雑収入など
67億2375万円（13.5％）

高齢者福祉、障害者福祉、
児童福祉など
117億7891万円（24.1％）

借入金の返済費
73億9944万円（15.2％）

市役所管理費、環境政策
など
61億7602万円（12.6％）

学校教育・社会教育・文化
振興など
59億9726万円（12.3％）

北但ごみ処理施設建設費負
担金、健康診査、ごみ処理など
53億2589万円（10.9％）

道路・河川整備、都市計画、
公営住宅など
49億7383万円（10.2％）

農林水産業費、商工費、消
防費など
72億2736万円（14.7％）

区　　分 歳入 歳出 歳入歳出差引
一般会計 497億7630万円 488億7871万円 8億9759万円
特別会計 197億6019万円 193億2187万円 4億3832万円
国民健康保険事業
（事業勘定） 96億780万円 93億9146万円 2億1634万円

国民健康保険事業
（直診勘定） 8896万円 8625万円 271万円

後期高齢者医療事業 10億8479万円 10億6043万円 2436万円
介護保険事業 85億2850万円 83億6610万円 1億6240万円
診療所事業 2億1949万円 2億1511万円 438万円
霊苑事業 8477万円 6250万円 2227万円
宅地事業 7715万円 7715万円 0万円
管理会財産区 300万円 26万円 274万円
太陽光発電事業特別会計 6573万円 6261万円 312万円
企業会計 84億729万円 81億4197万円 2億6532万円
水道事業 24億8407万円 23億929万円 1億7478万円
下水道事業 57億6116万円 56億7217万円 8899万円
農業共済事業 1億6206万円 1億6051万円 155万円

合　　　計 779億4378万円 763億4255万円 16億123万円

〈会計別決算額一覧〉



「
公
共
施
設
の
市
民
ア
ン
ケ
ー
ト
」
結
果

公
共
施
設
の
整
備
の
見
直
し
に
８
割
が
理
解
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今
後
の
公
共
施
設
の
適
正
な
管

理
運
営
に
向
け
、
市
民
の
皆
さ
ん

の
考
え
を
把
握
す
る
た
め「
公
共

施
設
に
関
す
る
市
民
ア
ン
ケ
ー

ト
」を
実
施
し
ま
し
た
。
調
査
結

果
を
報
告
し
ま
す
。

　

詳
細
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で

公
開
し
て
い
ま
す
。
ま
た
①
本
庁

財
政
課
②
各
振
興
局
地
域
振
興
課

③
図
書
館
本
館
・
各
分
館
④
各
地

区
公
民
館

̶

で
閲
覧
で
き
ま
す
。

《
問
合
せ
》
財
政
課

　

☎
21

－

9
0
1
4

▼
実
施
概
要
等

▽
調
査
対
象　
18
歳
以
上
の
市
民

で
、
地
域
ご
と
に
一
定
数
以
上

の
配
布
数
を
設
定
後
に
住
民
基

本
台
帳
か
ら
無
作
為
抽
出

▽
配
布
数　
2
千
人

▽
総
回
収
数　

8
2
4
人（
回
収

率
41
・
2
％
）

▼
調
査
結
果
の
概
要

○
公
共
施
設
の
利
用
状
況　
公
共

施
設
の
利
用
頻
度
は「
年
に
数

回
程
度
」ま
た
は「
利
用
し
て
い

な
い
」と
の
回
答
が
7
割
以
上

で
、
頻
繁
に
利
用
し
て
い
る
人

は
限
ら

れ
て
い

ま
す（
表

1
）。

○
地
域
に

必
要
な

生
活
サ
ー
ビ
ス
機
能　
居
住
地

域
で
維
持
・
確
保
す
べ
き
機
能

は「
医
療
機
能
」「
高
齢
者
支
援

機
能
」「
防
災
機
能
」の
回
答
が

多
く
、
日
常
生
活
で
の
安
全
・

安
心
の
確
保
が
重
視
さ
れ
て
い

ま
す（
表
2
）。

○
今
後
の
公
共
施
設
の
あ
り
方

・
今
後
の
公
共
施
設
の
整
備
の
方

向
性
は
、
総
量
の
見
直
し
を
進

め
る
べ
き
と
す
る
回
答
が
8
割

以
上
を
占
め
ま
す（
表
3
）。

・
公
共
施
設
の
更
新
費
用
の
負
担

を
減
ら
す
方
策
は
、
遊
休
資
産

の
売
却
や
施
設
の
統
廃
合
等
が

多
く
を
占
め
ま
す（
表
4
）。

○
学
校
の
複
合
化　
小
・
中
学
校

の
複
合
化（
学
校
と
他
の
公
共

施
設
な
ど
を
統
合
す
る
こ
と
）

は
、
約
7
割
が
賛
成
し
て
い
ま

す（
表
5
）。

地区公民館
図書館

博物館・資料館
診療所

スポーツ施設（体育館）
温泉施設

週に１回以上 月に１回以上 年に数回程度 利用していない 無回答
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13.28.4

12.3
0.4
1.1

13.8

11.2

12.6

14.0

12.6

14.7

公共施設の必
要性を見直し、
人口や税収に見
合った公共施設
の質・量にする
　35.4%

今ある公共施設は
必要なものなので、
現状維持を優先的
に考える
　9.7%

必要のない公共
施設は積極的に
統廃合、複合
化、機能の集約
などを推進する
　48.2%

無回答
　4.9%その他

　1.8％

複合化する施設
（機能）を限定す
れば、学校を複
合化してもよい
　45.9%

学校の複合化を
積極的に進めるべき
　22.3%

学校の複合化は
反対である
　23.3%

無回答
　7.2%その他

　1.3％

（％）

医療機能

高齢者支援機能

防災機能

教育文化機能

スポーツ機能

0 20 40 60 80 100

36.2

5.3

6.3

27.8

33.4

利用されていない施設や土地の全部
または一部を売却・賃貸して収入を得る

現在ある施設の統廃合を行う

現在ある施設の複合化による
機能集約を行う

国や県、近隣自治体と共同で
施設を整備・管理運営する

施設の整備・管理運営に
民間のノウハウや資金を活用する

0 20 40 60 80 100
（％）

56.6

22.5

25.4

39.8

41.4

《表１　過去１年間の公共施設の利用頻度》（抜粋）※端数処理の都合で、合計が100％にならないものがあります。

《表２　優先的に維持・確保すべき機能》（抜粋）

《表４　公共施設の更新費用の負担を減らす方策》（抜粋）

《表３　公共施設の整備（総量見直し）のあり方》

《表５　小中学校の複合化》


